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1 2015年3月期上期 連結決算概要1. 2015年3月期上期 連結決算概要



2015年3月期上期（4～9月）連結決算概要 （単位：億円）

◆前期比 増収減益

⇒ 売上高 ： 石油製品等の取扱い増加及び一部の連結子会社の決算期を統一したこと

による影響等により機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部を中心に増加

2Q

1Q

+17％

14/3期
上期実績

15/3期
上期実績

よる影響等 より機械 ネルギ ラン ジ ク 本部を中心 増加

当期純利益 ： 特別損益が良化したものの、経常利益が減少したことにより減益

▲5％
▲40

+6,415

▲3％
▲26

43,548

▲4％
▲16

▲26
37,133

769 743
863 82322,707

418 402
20,840

400

189

373

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

343
449

213

189
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営業利益のプラス・マイナス要因まとめ （単位：億円）

▲9+9
[ 14/3期上期 ] [ 15/3期上期 ]

台

+2
トヨタ自動車生産台数 トヨタ自動車生産台数

▲9+9

+11

+25
▲55

442万台 449万台

プラス要因

円安による
為替影響

自動車
生産台数

新規連結
前期の
一過性 ▲16

CFAO
(PPA)

+26

需要/取扱い

769

マイナス要因 決算期統一

自動車
販売台数

▲19
769

743
その他

14/3期 15/3期
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14/3期
上期実績

15/3期
上期実績



バランスシートの状況 （単位：億円）

資産の部

14/3期末 15/3期 上期末

総資産増加 +2,722
（資産合計 40,727） （資産合計 43,449）

資産の部

流動資産

25,208

有形・無形

27,471
売上債権の増加 +1,564

たな卸資産 +432

投資有価証券・出資金 +328

投資その他

6 182

有形 無形
固定資産

9,336

9,241

6,736 負債増加 +2,486

負債の部

6,182

有利子負債 +1,610

支払手形・買掛金 +861
（負債合計 31,652）（負債合計 29,166）

流動負債

19,353

固定負債

20,865

10 787
純資産増加 +236

純資産の部

自己資本増加 +307

・利益剰余金 +289

・有価証券評価差額金 +148純資産

9,813
10,787
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（内,自己資本 9,727） （内,自己資本 10,034）

有価証券評価 額

その他減少 ▲72

・少数株主持分 ▲69

純資産

11,560
11,796



投資計画の進捗状況 （単位：億円）

金額

15/3期 上期 投資実績

主な内訳

自動車生産関連設備の拡充

既存ディーラー設備投資
実行済

合計 319

投資実績

第1四半期 169

第2四半期 150

金属加工拠点新規設立

ディーラー拠点拡張

未実行
承認済

自動車

合計 192

合計 319

日本国内での太陽光・風力発電事業（ユーラス）

ディ ラ 拠点拡張

実行済

合計 192
投資計画

（2年）
投資実績

第1四半期 329

豪州・カナダでのガス開発案件
実行済

自動車

以外
合計 653

第2四半期 324

トーメンエレクトロニクス

米国ガス焚き発電
未実行
承認済 合計 1,222

実行済 971

© 2013

合計2,500 未実行 1,414
合計 2,385

実行済 971
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2 通期業績予想について2．通期業績予想について



2015年3月期予想の前提条件

指標 通期予想

為替レート
1US$ JP¥ 104
1EUR       JP¥ 137

トヨタ自動車生産台数 919万台

© 2013 8



2015年3月期 当初予想比較 （単位：億円）

- 15/3期
当初予想

15/3期
下期予想

上期実績

下期予想

14/3期
通期実績+11％

【前期実績比】 【当初予想比】

-
▲7％
▲130

▲6％
▲110

当初予想 下期予想
+

上期実績

通期実績+11％
+8,568

0％
+7

+2％
+26

▲130

▲5％

86,000 86,000

1 77042 452

77,432

+7

+4％
▲401,750

1,620

1,770
1,660

42,452

877
837

1,613 1,634 +30

800
760

43,548

743

877

823
358

730

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

743
402
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（単位：億円）
商品セグメント別営業利益（当初予想比較）

金属本部 自動車本部グローバル部品・ロジスティクス本部

▲15％▲4％
【前期実績比】 【当初予想比】

▲4％
▲20 ▲10％

▲20

+5％
+24

▲15％
▲65

▲17％
▲39

▲4％
▲16

▲20

221

445460

380
436

396

480 ▲39

239

210
210

92

190
229

170
98

 タイの自動車生産台数減少  タイの自動車生産台数減少  アフリカ及びオセアニアの自動車
販売会社の取扱い台数減少

 単体の取扱い台数減少
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（単位：億円）
商品セグメント別営業利益（当初予想比較）

+5％

機械・エネルギー・
プラントプロジェクト本部

化学品・エレクトロニクス本部 食料本部 生活産業本部

+17％【前期実績比】 【当初予想比】

-
-

+5％
+15

▲19％ ▲19％305
320

+1％
+2

+17％
+47

+17％ ▲13％

【前期実績比】 【当初予想比】

▲19％
▲15

▲19％
▲15240

162

305

162
240

273

238

+17％
+10

▲13％
▲10

162

158

78

80

36

80

45

65 6555
75

29 20

 エレクトロニクス等の  穀物の取扱い減少  繊維関連の取扱い 当初予想通り  エレクトロニクス等の

取扱い増加

 穀物の取扱い減少

 市況の下落

 繊維関連の取扱い

減少

 当初予想通り
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配当政策について

配当政策

連結配当性向20％～25％を目処連結配当性向20％～25％を目処

＜一株当たり配当金（単位：円/株）＞

◆◆ 配当性向 26％
◆

◆

25％

◆

◆
24％

◆
25％

23％

◆ ◆

21％ 21％
22％

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期

42 44

15/3期

50 565616 28 5056

© 2013

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期
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（今回予想）（前回予想）



3 投融資案件の進捗状況について3. 投融資案件の進捗状況について



長期経営計画達成に向けて

強みのある事業の更なる深化 －積極的投資 －

ライフ&コミ ニティ ア ス&リソ スライフ&コミュニティ アース&リソース

モビリティ
事業領域拡大 事業革新

モビリティ

© 2013 14

自動車バリューチェーンの更なる拡大



事業領域拡大への進捗状況

生産領域のみならずアフターマーケット領域も含めた

自動車サプライチェーンの拡大

・主要アセアン各国の将来
模

2014年5月出資実施

・自動車部品・産業資材卸売会社 ボルネオテクニカル
市場規模は3,000～5,000億円

マレーシア/ タイランドに資本参画

（マレ シア 販売拠点 19/タイ 販売拠点 11）販売先 28千店

・トヨタ車だけでなく全メーカー車へのアクセスが可能に

（マレーシア：販売拠点 19/タイ：販売拠点 11）販売先：28千店

トヨタ車だけでなく全メ カ 車へのアクセスが可能に

・デンソー・ユアサ他の日系正規ディーラーを獲得

・当社 PBブランド (シーワークス）の販路を拡大し

現在の売上 約200億円 を 2年後 30％増を目標に

© 2013© 2013© 2013© 2013 15

当社強みの生産～販売の自動車バリューチェーンを更に拡張



事業革新への対応状況（新規ビジネス創造）

リチウム資源開発プロジェクトに参入

2014年12月より生産開始（予定） 資本参

（次ページにて説明）

スマートシティ

・2014年12月より生産開始（予定）

・今後需要増が見込まれるリチウム資源確保

・次世代自動車及びモバイル機器の普及に貢献

ショルツに資本参画

ITS
（交通インフラプロジェクト）

・リチウムの上流からサプライチェーン構築を目指す

カ シ アリング

モビリティ
材 料

（炭酸リチウム）
リユース リサイクル部 材

（電池/モ タ 等）

EV / PHV

部材のサプライチェーン
カーシェアリング

（マンション、観光地等）

供給ステーション

ギ

モビリティ（炭酸リチウム）（電池/モーター等）

総合商社初

エネルギー
マネージメント

エネルギー供給

FCV向け商業用水素ステーション事業に参入

・2015年1月に国内2か所にて開所予定

・従来のガソリンから新燃料水素に対応した新ビジネス

© 2013© 2013

エネルギ 供給

16
16次世代自動車に向け着実に「打ち手」を実施

従来のガソリンから新燃料水素に対応した新 ジネ



リサイクル事業の展開状況

①ショルツ社との事業提携の進捗状況(出資実施）

●既存取引銀行の継続的支援の合意取得
●欧州委員会の許認可取得

2014年6月末 39.9％出資を実行
今期

欧州のリサイクル技術・仕組みを習得、アジア他国への展開

今期 ガバナンスの強化＋リストラプランの完遂

欧州のリサイクル技術 仕組みを習得、アジア他国 の展開

② 中国での自動車リサイクル事業の展開拡大

[現在]北京１ケ所⇒今後3～5年に中国主要地域に解体工場を整備

© 2013© 2013© 2013© 2013 17
総合リサイクルヤード事業の世界展開に向け着実な布石



㈱トーメンエレクトロニクス株式に対する公開買付の状況

≪公開買付結果 ≫

開買付前

≪公開買付結果（2014年8月22日）≫

公開買付前： 40.16％
公開買付後： 62.97％

※議決権割合※議決権割合

急速に拡大する電子部品市場にてグローバルプレーヤーを

目指すため100％子会社化が必要と判断 経営の迅速化を目指すため100％子会社化が必要と判断。経営の迅速化を

実現しTTCグループ地盤強化・競合差別化・拡販を目指す

© 2013© 2013© 2013© 2013 18
11月の臨時株主総会・種類株主総会に付議



電力事業・再生可能エネルギー事業の展開状況

（単位：MW）

※総発電量はグロス表示

豊頃（北海道） 22 秋田港 18

矢吹中島（福島） 8 輝北（鹿児島） 6

天明（宮城・福島） 14 ウルグアイ 42
国内建設中/着工前案件は

電力系統確定し影響は無し
イタリア 31

電力系統確定し影響は無し

2014年3月末 今期追加稼動 来期以降追加稼動 取扱い総発電量

2,244 141 248 2,633
再生可能

エネルギー

＋ ⇒＋3 243 1 545 4 788

エネルギ

ガス ＋ ⇒＋3,243 1,545 4,788石炭等

引続き風力発電は再生可能エネルギ の中で

5,487 141 1,793 7,421総発電量
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引続き風力発電は再生可能エネルギーの中で

重要な電源であり開発可能



CFAO S.A. アフリカでの事業展開について

■Automotive,Equipment&Services
≪中長期的狙い≫ 西アフリカでのトヨタとの関係強化≪中長期的狙い≫ ・西アフリカでのトヨタとの関係強化

・フォルクスワーゲンブランドによる商権の獲得 （ブランド再構築）

・中古車、修理部品、販売金融の取扱いによる事業領域拡大

・従来の販売国見直しと新重点国の策定・販売強化

■Eurapharma
≪中長期的狙い≫ ・M&Aも視野に入れた取扱国、販売先の拡大

・日系企業を含めた新たな取引先の開拓

■FMCG Industries&Distribution
≪中長期的狙い≫ ・カルフールとの提携によるリテール部門の拡大

日系企業を含めた新たな取引先の開拓・日系企業を含めた新たな取引先の開拓

※エボラ出血熱については、ギニア、リベリア、シエラレオネの３ヶ国で、売上の0.7％
(2013年度)であり 業績に与える影響は限定的

© 2013© 2013© 2013© 2013 20

アフリカビジネスを長期的な視点から捉え地域毎に事業展開

(2013年度)であり、業績に与える影響は限定的



4 当社の資源案件について4. 当社の資源案件について



当社のガス案件について

＜案件参画のタイミング＞ Wheatland (CBM)

＜参画時＞ ＜現在＞ BassGas

A 6 1 (C )

探鉱 ズ 開発 ズ 生産 ズ

OtwayATP651P (CBM)

探鉱フェーズ 開発フェーズ 生産フェーズ

＜案件参画にあたってのポイント＞

・鉱区の埋蔵／生産確実性
※ 探鉱フェーズ案件は

鉱区の埋蔵／生産確実性

・事業化の確実性

・リスクに見合った適正な利益の確保

試掘に関する許可まで。

開発フェーズ移行する際

F/Sを再度精査し判断する。

© 2013© 2013© 2013© 2013 22探鉱案件は慎重に対応、開発案件・生産案件を中心に展開



【ご参考】資源権益の現状について – エネルギー -

種
別

案件名 場所
当社

出資率 状況 オペレーター 備考

Whｅａｔland
CBM(*)Project

カナダ
(アルバータ州)

32.5% 生産中 Encana(67.5%）
・2001年より生産開始
・2012年当社参画案件

豪州
・ガス全量はパイプラインで

ガ

ATP651P
CBM Project

豪州
(クィーンズラン

ド州）
15% 開発中

BG
Group(62.6%)

ガ 全量は イ ラインで
BG GroupのLNGプロジェクト
に販売予定

・今年度中の生産計画中

2006年よりﾋﾞｸﾄﾘｱ州中心

ス

Bass Gas
Project

豪州
(ビクトリア州)

11.25% 生産中 Origin(42.5%)

・2006年よりﾋ ｸﾄﾘｱ州中心
に販売中
・豪州南東部ガス需要の5%
担うガス田

Otway Gas
Project

豪州
(ビクトリア州) 5% 生産中 Origin(67.2%)

・2007年よりﾋﾞｸﾄﾘｱ州中心
に販売中
・豪州南東部ガス需要の
10%担うガス田10%担うガス田

石

炭

Integra
豪州

(NSW州)
15% 休止中 Vale(61.2%) ・収益性を検証中

豪州
生産中

Glencore
年より生産開始

© 2013© 2013© 2013© 2013 23CBM(炭層ﾒﾀﾝｶﾞｽ)：石炭の生成過程で発生、石炭層に貯留されたﾒﾀﾝから成るｶﾞｽで用途は在来天然ｶﾞｽと同様

炭 Oakbridge
豪州

（NSW州）
5% 生産中

Glencore
(78%)

・1994年より生産開始



その他の資源権益の現状について

資源名 場所
当社

出資率 状況 パートナー 備考

チリ
(サンディエゴ）

25.5% 生産中
ACF Minera

S.A.
(74.5%）

・2010年当社参画
・2012年生産開始ヨード

アルゼンチン
(フフイ州）

25% 開発中
Orocobre
(66 5%)

・2012年当社参画
・2014年生産開始
・年間1万6 400トンの生産を

リチウム
(フフイ州） (66.5%) 年間1万6,400トンの生産を

目指す

Indian Rare ・権益ではなく混合塩化希土の

インド
（オリッサ州）

－
契約締結
準備中

Indian Rare 
Earths  
Limited

引取り権
・主に軽希土を生産予定
（ｾﾘｳﾑ、ﾗﾝﾀﾝ、ﾈｵｼﾞﾑ）

レアアース

当社の強みを発揮できる分野にて注力中
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社 強 を発揮 分野 注 中



5 投融資管理体制について5. 投融資管理体制について



当社の投資実行のプロセスについて

ＰＬＡＮ DO

・投資案件の戦略整合性確認・営業本部による成長戦略策定 ・投資案件の戦略整合性確認
・経営トップによる経営資源配分

の優先度議論
・投資案件組成

投資戦略会議

営業本部による成長戦略策定
・投資計画策定
・投資案件発掘
・本部内優先度議論

ＤＰ
利益再投資

再建・撤退実施

過去投資振り返り議論の実施 事業本部 コーポ部門

投資戦略会議
ＤＰ

案件精査・FS確定

ACTION

・営業部による定性/定量コミットメント提示・投資実行＆モニタリング実施

ＣＡ

案件精 確定

CHECK

投融資協議会

投融資委員会

取締役会

営業部による定性/定量コミットメント提示
・投融資基準に照らした個別案件審議・最適ポートフォリオ実現の為の再建・

撤退判断

モニタリング制度
取締役会

事業サイクル・新規投資への支援 牽制体制を構築
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事業サイクル・新規投資への支援、牽制体制を構築



6 補足資料6. 補足資料



《補足資料1-①》

商品セグメント別売上高・営業利益（前期比較） （単位：億円）

売上高 営業利益

+1％

▲26％

▲59
+12％

+26

+46％

+3,194
+15％

+1,267

+9％

+815 14/3期

上期実績

15/3期

上期実績

14/3期

上期実績

15/3期

上期実績

為替

影響

為替

影響

+38

▲20％

▲25

+30％

+37
+3％

▲6％

▲5

+136

+14％

+232 ▲10％

▲77
▲33％

▲9

19％

+4

金属 グローバル

部品・

ロジスティクス

自動車 機械・

エネルギー・

プラント

プロジェクト

生活産業化学品・

エレクトロ

ニクス

食料 金属 グローバル

部品・

ロジスティクス

自動車 機械・

エネルギー・

プラント

プロジェクト

生活産業化学品・

エレクトロ

ニクス

食料
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※上記の増減率は為替換算の影響を除いて算出しております。

※2014年4月1日よりグローバル生産部品・ロジスティクス本部名称をグローバル部品・ロジスティクス本部に変更しております。

プロジェクト プロジェクト



《補足資料1-②》

商品セグメント別売上高・営業利益（前期比較）
（単位：億円）

+9％

金属本部 グローバル部品・ロジスティクス本部

+815
+3％

9％
+12％ ▲20％

+136

▲137
+26

815

9,059

9,874

4 884

213

119

123 98

1

▲25

8,922

137

239

4

4,536
4,672

2,228137

4,884

4 989

為替影響

前年

上期実績

今期2Q

売上高 営業利益 売上高 営業利益

122
1

209
4 4,417 50

47
2,444101

4,989上期実績
今期１Q

【売上高・営業利益】

決算期統一の影響及び北米の自動車生産

台数増加等

【売上高】

決算期統一の影響（約+260）

台数増加等
【営業利益】

前期営業外為替差損との入繰りによる影響

タイの自動車生産台数減少
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《補足資料1-③》

商品セグメント別売上高・営業利益（前期比較）
（単位：億円）

+1％ +46％

自動車本部 機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

+1％ +46％

▲26％ ▲6％+38

▲59
6,887

10,081

6 669 6,707

229
83

87 78

▲5

6,434

235 170

224
5

▲59

+3,194
6,804

6,669 ,

3,219

87

6,138

売上高 営業利益 売上高 営業利益

83
▲4224

3,487
82

3,943 34

44

【売上高】

決算期統一の影響（約+310）

【売上高】

石油製品の取扱い増加（約+3,060)

機械関連の増加（約+90）

【営業利益】

アフリカ及びオセアニアの自動車販売会社の取
扱台数減少等

機械関連の増加（約+90）

【営業利益】

自動車関連設備の利益減少等
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《補足資料1-④》

商品セグメント別売上高・営業利益（前期比較） （単位：億円）

化学品・エレクトロニクス本部 食料本部

+15％

+19％

+14％+30％

9,535

+37 +2328,268

8,086 +1,267
182 158

5

1,711

1 662
49

2925

+4

116

121
1,943

4 763 15
1,09087

4,772

売上高 営業利益 売上高 営業利益

1,662 2231164,763

1385370

【売上高・営業利益】

決算期統一及び新規連結会社の影響により
増加

【売上高】

海外での穀物取扱い増加等

増加

【営業利益】

アフリカの飲料事業の取扱い増加等
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《補足資料1-⑤》

商品セグメント別売上高・営業利益（前期比較） （単位：億円）

生活産業本部

▲10％
▲33％

719

▲77

796
20

▲9

29

売 高 営業利益

792
4

20

29

29

14

367

352

売上高 営業利益

【売上高・営業利益】

住宅資材及び繊維関連の取扱い減少等

5

住宅資材及び繊維関連の取扱い減少等
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お問い合わせ

豊田通商株式会社 財務部 IR室

E-mail ttc_ir@pp.toyota-tsusho.com

東京東京

TEL 03-4306-8201

FAX 03-4306-8818

◆ 当プレゼンテーション資料は、豊田通商株式会社およびそのグループ会社の戦略・経営計画など、歴史的事実でない「将来に関する見通し」◆ 当プレゼンテ ション資料は、豊田通商株式会社およびそのグル プ会社の戦略 経営計画など、歴史的事実でない 将来に関する見通し」

を含んでいます。 係る将来に関する見通しは、現時点において入手可能な期待・見積り・予想に基づいており、その性質上、これらの期待・

見積り・予想はリスクや不確実性を内在しております。 従って、当社を取り巻く事業環境、将来の業績、経営結果、財務内容等は、係る将来

に関する見通しにおいて明示的または黙示的に示される情報と大きく異なる結果となる可能性がありますことをご承知おきください。 当社は、

係る将来に関する見通しについて情報を更新または修正して公表する義務を負うものではありません。
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◆ 当プレゼンテーション資料は、有価証券の募集・売出、販売、勧誘を目的とするものではありません。 投資・その他のご判断にあたり、当資料

の内容に全面的に依拠することはお控えくださいますよう、 お願い申し上げます。


